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子どもたちの未来をつくる

～弥富市小学校再編整備計画【第２期後期】～

弥富市教育委員会

令和７年１月

＜保護者・地域説明会＞
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●時代背景

１ 小学校再編の背景

・社会の変化の高速化

・予測不能な時代

・人生１００年時代

「生きる力」の育成
（学習指導要領）
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●弥富市のめざす児童像

１ 小学校再編の背景

「生きる力」の育成
（学習指導要領）

多様な価値観をもった子どもが意見を出し合い、

折り合いをつけながら、

解決策を見出していくことが求められており、

一定の集団規模が必要となる。
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１ 小学校再編の背景
（単位：人）

学校 年齢

令和6年4月１日現在

11歳 10歳 9歳 8歳 7歳 6歳 5歳 4歳 3歳 2歳 1歳 0歳

大藤小

男子 18 10 11 8 6 10 7 11 9 12 5 6

女子 5 14 10 5 16 12 8 5 9 4 5 6

合計 23 24 21 13 22 22 15 16 18 16 10 12

栄南小

男子 9 2 11 5 11 9 6 5 6 1 5 1

女子 11 7 10 10 5 3 7 5 7 5 13 2

合計 20 9 21 15 16 12 13 10 13 6 18 3

十四山
東部小

男子 8 13 11 9 8 7 9 9 8 6 2 5

女子 5 11 10 10 10 12 5 2 8 8 4 4

合計 13 24 21 19 18 19 14 11 16 14 6 9

十四山
西部小

男子 11 3 5 11 3 10 0 4 5 5 4 4

女子 11 9 6 8 4 8 7 8 5 7 3 2

合計 22 12 11 19 7 18 7 12 10 12 7 6

合 計

男子 46 28 38 33 28 36 22 29 28 24 16 16

女子 32 41 36 33 35 35 27 20 29 24 25 14

合計 78 69 74 66 63 71 49 49 57 48 41 30

６年度
７年度

８年度
９年度

10年度
11年度

12年度

再編しないと
複式学級の可能性

【県基準】
１年生を含む

→7人以下
１年生を含まない

→14人以下

●
小
規
模
小
学
校
男
女
別
児
童
数

（

は
男
女
の
偏
り
が
倍
以
上
あ
る
学
級
）
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●『学校の適正規模・適正配置の手引き』（文部科学省 平成28年1月）

１ 小学校再編の背景

６学級（各学年１クラス）以下の小規模
小学校については、児童数の状況やさら
なる小規模化の可能性、将来的に複式学
級が発生する可能性も勘案し、学校統廃
合等により適正規模に近づけることの
適否を速やかに検討する必要がある。
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●学校の適正規模化へ

１ 小学校再編の背景

〇適正規模検討委員会（平成25年7月～28年3月）

→学校の適正規模化が急務

〇「子どもの教育環境に関するアンケート」（令和元年6月）

→「統合」を望む声が「現状維持」を上回る

〇有識者との意見交換（令和４年５月～７月）

→教育環境をよくすることを前提に進める

地域等の理解を得ることが大事

安全に通学できるかが重要
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２ 小学校再編整備計画

【第０期】（令和４年７月２８日～令和５年２月２日）

「弥富市小中学校未来構想」の策定
・令和７年４月に十四山中学校を弥富中学校に編入する
・令和１０年４月に大藤・栄南・十四山東部・十四山西部小学校の

４校を再編する

【第１期】（令和５年２月３日～令和５年１１月１０日）

「小学校再編整備方針」の策定
・再編校の設置場所を十四山西部小とする
・校区が広くなり通学距離が長くなることから、通学の安全確保を最優

先し、スクールバスを導入する
・魅力的な再編校とするために、校舎の増築及び既存校舎等の

リニューアル工事を実施する
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２ 小学校再編整備計画

再編校

十四山西部小学校の位置に
校名を新たに

令和１０年４月開校

公共施設保有量

児童居住地分布

子育て及び教育文化等
の機能との連携

将来負担

●再編校の設置場所
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２ 小学校再編整備計画

【第２期前期】（令和５年１１月１１日～令和６年１２月２３日）

「小学校再編整備方針」の具現化
・再編校の設置に向けて関係者による意見交換を進める

・スクールバス導入のために保護者や地域の意見を聴取する

・十四山西部小学校以外の再編対象校の跡地利用について

地域の意見を聴取する
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２ 小学校再編整備計画

保
護
者
説
明
会

地
域
住
民
説
明
会

小学校再編委員会
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２ 小学校再編整備計画

●条例改正（校名・設置場所決定）
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２ 小学校再編整備計画

【第２期後期】（令和６年１２月２４日～令和７年８月３１日）

「小学校再編整備方針」の具現化
・よつば小学校の実施設計にあたり、児童、保護者、教職員及び地域への

説明を丁寧に行い、可能な範囲でその意見を反映させる

・スクールバスの台数及び運行計画についての概要をまとめる

・児童及び教職員の交流活動を進める

・十四山中学校を含めた再編対象校の跡地利用について、地域の意見を聴

取し、それを「小中学校統廃合推進計画部会」に報告する
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２ 小学校再編整備計画

【第３期】（令和７年９月１日～令和１０年２月２８日）

校舎等建改築及び教育環境整備
・よつば小学校の工事にあたり、その進捗状況を適宜、児童、保護者、教

職員及び地域へ説明し、必要に応じて現地説明会を行う

・プロポーザル等によりスクールバス運行管理委託事業者を決定し、児童

の安全な登下校のための方策を整備する

・徒歩通学者の安全な登下校のための通学路整備を進める

・児童及び教職員の交流活動を進めるとともに、教育目標やカリキュラム

等の学校経営方針の骨子を策定する
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～校舎等～

３ 愛される「よつば小学校」を

現在の校舎の南側に
３階建の新築校舎を建設

既存校舎の東側を解体し、
東側に駐車場設置

現在の校舎を
長寿命化改良工事

スクールバス乗り場
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～校舎等～

３ 愛される「よつば小学校」を
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～校舎等～

３ 愛される「よつば小学校」を

既存校舎 １階
「しらべの箱」調べ学習の拠点
「飾るの箱」学習成果物の展示
「つなぐの箱」協働学習・地域活用

新築校舎 １階
職員室・保健室・特別支援教室

18

～校舎等～

●ハード面（校舎等）

３ 愛される「よつば小学校」を

新築校舎 ２階
１年生から３年生教室

既存校舎 ２階
特別教室
（理科室・図工室・音楽室等）
通級・日本語指導・児童更衣室 等



10

19

～校舎等～

３ 愛される「よつば小学校」を

新築校舎 ３階
４年生から６年生教室
マルチルーム
（※災害時の避難所）

緊急時避難場所としての収容人数
約１０００人⇒約３９００人

新築校舎屋上、既存校舎屋上
２階以上の教室

20

●工事について

①新築校舎を建設（児童は新築校舎で生活）

②既存校舎の長寿命化改良工事及び一部解体工事

③バスターミナル、駐車場

④体育館やプール改修工事、体育館の空調整備工事

●児童の安全を最優先

・防音パネルの設置、粉じんの配慮、児童の動線確保

●地域住民への情報提供（工事日程や工事区域等）

令和９年度に完成予定

～校舎等～

３ 愛される「よつば小学校」を
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●命を大切にする教育

・防災教育の徹底

・違いを認め、かかわりの力の向上

●一人一人に寄り添った教育

・「基礎基本の習熟」「個別最適な学び」を支える

ＩＣＴ機器の活用および指導体制の充実

・「協働的な学び」の充実

●地域とともに歩む学校

・ふるさと教育の推進

・地域支援体制の整備、見守り活動

～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

22

●命を大切にする教育

・伊勢湾台風の教訓

・学校・保護者・関係機関との連携

⇒子どもが「気づき・考え・行動する」

⇒「自助」「共助」の意識を高める

～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

防災教育の充実
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●命を大切にする教育～４小学校合同防災キャンプ

～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

24

～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

●命を大切にする教育

・自分の「よさ」を発揮できる力

・互いの違いを認め尊重する態度

⇒かかわりの力を高めるプログラムの取組

⇒交流活動の本格的な実施

違いを認め、かかわりの力の向上
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～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

●一人一人に寄り添った教育

・「基礎基本の習熟」「個別最適な学び」を支える

ＩＣＴ機器の効果的な活用の推進

・ティームティーチングや少人数指導などの指導体制、

支援員の配置等、個に応じたきめ細かな学習指導の充実

一人一人が自立した学習者として
学び続けようとする児童の育成

26

～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

●一人一人に寄り添った教育

多様な人と
のかかわり

多面的に
子どもの
可能性を
発見

多様な他者とかかわる「協働的な学び」の充実
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～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

●地域とともに歩む学校

・海部地区で一番広い学区となる

⇒それぞれの地区の魅力をみつけ、他へ発信

⇒ふるさとを愛する子どもの育成

～弥富市の「未来の担い手」として～

ふるさと教育の推進
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～教育活動～

３ 愛される「よつば小学校」を

●地域とともに歩む学校

・子どもも大人も、自らが主体となって

地域に根ざした魅力的ある開かれた学校づくり

⇒「よつば小学校見守り隊（仮）」

「よつば小学校応援団（仮）」の結成

地域支援体制の整備や見守り活動
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●スクールバス

・複数台による運航

・アプリによる安全確保

・運行ルートやバス停を今後検討

29

各地区バス停（集合場所）

学校バス停

魅力ある学校づくり
～スクールバス～

３ 愛される「よつば小学校」を

30

３ 愛される「よつば小学校」を
再
編
校
か
ら半

径

圏
内

1.5
km

よつば小学校



16

31

よつば小学校

32
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よつば小学校

34

よつば小学校
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４ 小中学校再編に伴う跡地利用

跡地概要
● 小中学校の基本状況 （都市計画区域：すべて市街化調整区域）

学校名 主体構造 代表
建築年

総敷地
面積（㎡）

内運動場
面積（㎡）

耐震補強

1 十四山中学校 鉄筋
コンクリート造

S52 29,216 18,214 実施済み

2 大藤小学校
(北西校舎/南校舎等)

同上 S36/S56 16,712 7,787 実施済み

3 栄南小学校
（校舎/特別棟）

同上 S48/H13 16,987 7,833 実施済み

4 十四山東部小学校
（北校舎/南校舎）

同上 S35/S47 23,973 9,962 実施済み

3636

利活用の基本的な考え方

■ 地域の活力につながる利活用
地域の意向を踏まえながら、まちづくり、地域振興、産業振興等の

多様な利活用の検討

■ 行政需要を踏まえた利活用
本市の貴重な財産であることから市全体の利益という観点からの

行政需要を踏まえ、他の公共施設等としての利活用を検討

■ 民間事業者等の需要を踏まえた利活用
事業者等の健全性、事業内容の安定性・継続性とともに市や地域へ

与える影響を考慮して利活用を検討

４ 小中学校再編に伴う跡地利用
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法令による規制

■ 市街化調整区域における建築ができる可能性があるもの

・公益上必要な施設・・・学校、図書館、診療所など

・日常生活のために必要な店舗・・・飲食店、物品販売店、サービス業など

・流通業務施設・・・倉庫業倉庫など

・社会福祉施設・・・有料老人ホーム、デイサービス施設など

・工場、事務所・・・申請地規模500㎡以下の工場や事務所

４ 小中学校再編に伴う跡地利用

3838

利活用のアイデア募集

●小中学校の再編に伴い、市民の大切な財産である閉校後の学校敷地や

建物に関する活用については、広く市民及び民間事業者からの

アイデアを募集していきます。

●今後、地域の皆様の意見やアイデア等を検討し、学校跡地に関する

基本方針を定め、利活用を進めていきます。

４ 小中学校再編に伴う跡地利用
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出張説明会を
開催しています！

・５名以上の方が集まるところへ
おじゃまします

・会場は申請者で確保してください
・所要時間は60～90分程度です
・その時点で決まっていることは
お伝えしますが、検討中のことも
多くありますので、すべての質問に
お答えできない場合があります

40

ご清聴ありがとうございました
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１ 策定の背景と目的 

 

全国的な少子化傾向により、小中学校の児童生徒数が減少するなか次世代を担う子

どもたちのより良い教育環境を整備するために学校の規模･配置の適正化の推進は、

重要な課題となっております。 

 

これまでに、弥富市としては、平成27年度に「弥富市公共施設等総合管理計画」を

策定し、平成30年度に「未来につなぐ公共施設を考えるワークショップ」、令和元年

度には「子どもの教育環境に関するアンケート」、「公共施設市民フォーラム」により、

有識者及び市民の方々の意見を聞きながら、「弥富市公共施設再配置計画」を策定しま

した。また、弥富市教育委員会では、小規模校学区のPTA役員及び地域の区長の皆様、

有識者の方等と意見交換をし、子どもたちのより良い教育環境を確保するために、学

校統合の必要性について、検討を進め、令和５年２月に「弥富市小中学校未来構想」、

令和５年11月に「弥富市小学校再編整備方針」を定めました。 

 

編入・再編については、十四山中学校を弥富中学校への編入を令和７年４月に実施

をし、令和10年4月には、大藤・栄南・十四山東部・十四山西部小学校の４校を再編

します。 

 

これら小中学校の編入及び再編に伴い、市民の大切な財産である閉校後の学校敷地

や建物（以下「学校跡地等」という。）について、まちづくり及び地域の活性化等を考

慮し、より良い活用を検討していくことが重要となります。 

 

これらを踏まえ、今後の学校跡地等の利活用について、基本的な考え方及び検討体

制、進め方を定め、より良い活用を実施していくために「弥富市学校跡地利活用基本

方針」を策定します。 
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２ 利活用の課題 

 

学校跡地等の利活用を検討する際には、次の点が課題として考えられます。 

 

（１）学校跡地等を取り巻く状況 

①広い敷地や建物 

 学校跡地等は、公共施設の中でも比較的広い敷地や建物であり、利活用をする

場合の課題となることがあります。 

 

②学校教育以外の場としての利用 

 現在、学校跡地等は災害発生時の避難所等として指定されていることや地域コ

ミュニティの拠点として、学校教育以外の場としても利用されています。 

 

③維持管理等の費用負担や安全性 

 学校跡地等の利活用が進まない場合、草刈りや修繕等の維持管理費用が必要と

なります。また、恒常的に利用されていない敷地及び建物は、適切な維持管理が

できず安全性を保つことが困難となってきます。 

 今後、少子高齢化が進み、大きな税収等の増加が見込まれない中では、費用負

担の軽減や安全性確保のためにも、利活用を早期に進める必要があります。 

 また、利活用を進める上で、市だけでなく民間のノウハウや需要、資金等が必

要となる場合があるため、民間事業者との連携が重要となっていきます。 

 

（２）法令による規制 

①建物における法規制（建築基準法、消防法等） 

建物の内装仕様及び設備は、建築基準法や消防法等に従い利用目的に応じて異

なっており、学校以外の用途で利活用する場合は、関係法令に規定される内装仕

様や設備等の大規模な改修が必要となる場合があります。また、利活用する用途

によっては、改修では対応が困難な場合は、建替えとなります。 

 

②土地における法規制（都市計画法） 

小中学校の編入及び再編に伴う学校跡地等は、全て市街化を抑制すべき「市街

化調整区域」内に位置し、開発行為（建物を建築するための土地の区画形質の変

更）や建築行為（建物の新築や改築など）を行う場合、都市計画法上の許可が必要

となります。この許可制度は、良好な宅地基準の確保とともに、市街化を抑制す

べき区域である市街化調整区域における適正な都市的土地利用を図る機能を担っ
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ております。 

市街化調整区域の学校跡地等を利活用するにあたっては、例外的に認められる

立地基準（都市計画法第34条1号から第14号）を踏まえた検討が前提となりま

す。 

 

【都市計画法第34条（市街化調整区域における立地基準）】 

１号 
公益上必要な建築物、日常生活に必要な物品の販売、加工等の業務を営む

小規模店舖、事業場等 

２号 
市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源等の有効な利活用上必要な

建築物・工作物 

３号 政令で定める事業（ただし、現在は政令末制定） 

４号 
農林漁業の用に供する建築物（開発許可を要しないものを除く）又は市街

化調整区域内で生産される農林水産物の処理、貯蔵もしくは加工に必要な

建築物 

５号 
「特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関

する法律」に定める所有権移転等促進計画に従った開発行為 

６号 
県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体になって助成する中

小企業者の高度化に資する事業に供する建築物 

７号 既存工場と密接な関連を有し事業活動の効率化を図る工場 

８号 
危険物の貯蔵又は処理に供する建築物・工作物 

災害危険区域等開発行為に適当でない区域内に存する建築物等の移転 

９号 沿道施設と火薬類製造所 

10号 地区計画又は集落地区計画区域内の開発行為 

11号 県の条例で指定した土地の区域内において行う開発行為（住居系） 

12号 
市街化を促進するおそれがない等と認められる県の条例で定める開発行為 

（工業系） 

13号 既存権利者の開発行為 

14号 その他開発審査会にかけて個別に審査する開発行為 

なお、都市計画法第34条第10号において新たに地区計画を定める場合には、

「弥富市市街化調整区域内地区計画ガイドライン」に基づき、都市計画決定を行

うことが必要となります。 

 また、都市計画法第34条第14号は、開発区域の周辺における市街化を促進す

るおそれがなく、かつ市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と

認める開発行為について、開発審査会の議を経て許可するものですが、非常に限

定的な土地利用の開発行為となっています。 
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③市街化調整区域における建築できる可能性がある用途 

学校跡地等の立地条件（場所、道路幅等）によりますが、上記の「②土地にお

ける法規制」を考慮すると、弥富市における学校跡地等を一体的もしくは、大部

分を利活用できる可能性がある建築行為の許可は、以下の内容が例として挙げら

れます。また、最終的には許可権限者の愛知県に確認する必要があります。 

    

公益上必要な建築物、日常生活のために必要な店舗等（法34条第1号） 

図書館、保育所、公民館等あげられるが、行政需要として可能性は極めて低い。 

その他にデイサービス及び診療所等もあげられるが、民間需要に依存され、敷地規 

模は、小規模のものしか許可されない。 

（弥富市内における過去５年間の許可実績は、小規模店舗及び工場等で12件） 

  

市街化調整区域内において生産される農産物等の処理、貯蔵もしくは加工に必 

要な建築物（法第34条第4号） 

地元で生産された農作物の加工工場・貯槽所等があげられる。 

（弥富市内における過去５年間の許可実績なし） 

  

沿道施設と火薬類製造所（法第34条第9号） 

休憩施設を備えたコンビニ・ガソリンスタンド等があげられる。 

（弥富市内における過去５年間の許可実績は、１件） 

  

愛知県開発審査会基準9号（法第34条第14号） 

幹線道路の沿道等における流通業務施設 

（弥富市内における過去５年間の許可実績は、22件） 

 

愛知県開発審査会基準10、13、18号（法第34条第14号） 

有料老人ホーム・介護老人保健施設・社会福祉施設 

（弥富市内における過去５年間の許可実績は、社会福祉施設で２件） 

 

愛知県開発審査会基準11号（法第34条第14号） 

地域振興のための最先端型工場 

（弥富市内における過去５年間の許可実績は、1件） 
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３ 利活用の基本的な考え方 

 

学校跡地の利活用を検討する際は、法令遵守はもとより、市が定める「弥富市総合

計画」及び「弥富市都市計画マスタープラン」、「弥富市公有地利活用基本方針」との

整合を図りながら、地域活性化等を考慮した利活用方法を検討する必要があります。 

そのためには、市としての行政需要では限りがあり、民間需要等に期待する必要が

あります。 

そこで、学校跡地の利活用は以下の基本方針に基づき、検討を踏まえた上で、総合

的に判断します。 

    

 

 

・行政需要との検討  

市が進めるまちづくり等の方針を踏まえた利活用の検討 

・民間事業者等の需要との検討 

市による利活用が見込まれない場合、官民連携手法により事業機会を創出することで、

市が進めるまちづくりの方針を踏まえた地域活性化や、持続可能な都市経営につながる民

間事業者等による利活用の検討 

 

 

基本方針① 行政需要を踏まえた利活用 

学校跡地は、市の貴重な財産であり、これまで投資を行ってきていることから、

「弥富市総合計画」等におけるまちづくりや重要施策に留意しつつ、市全体の利益

という観点からの行政需要を踏まえ、他の公共施設等の利活用を検討します。 

 

基本方針② 地域の活力につながる利活用 

学校は、地域住民の代々の学びの場として、地域との関わりも深く、地元の核とな

ってきた施設であることから、地域の意向を踏まえながら、まちづくり、地域振興、

産業振興等の多様な利活用を以下に基づき、検討します。 

基本方針③ 民間事業者等の需要を踏まえた利活用 

 民間事業者等の需要を踏まえた利活用は、市内全体の課題解決や市の重要施策

の実現に寄与することに加え、事業者等の健全性、事業内容の安定性・継続性と

ともに市や地域へ与える影響などを十分考慮した上で、検討します。 
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・民間事業者等に公有財産

アイデア募集等を活用

し、募集を募る。 

 

４ 利活用の検討体制と進め方 

 

学校跡地の利活用検討を進めるうえでは、まちづくりや地域振興、産業振興等様々

な視点が必要となってきます。そのために教育委員会のみならず全庁横断的な組織

「弥富市公共施設マネジメント本部会議」と相互に連携しつつ、一丸となり進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域住民等に対して、跡

地活用の意見交換会等を

実施する。 

把握・調整 

 

 

 

・庁内会議等により公共施

設としての活用見込みな

どを把握する。 

・行政需要の把握 

・将来的なまちづくりの視

点、重点施策の実現に向

けて検討 

けて検討 

利活用の検討体制 

 

連 携 

公共施設マネジメント 
推進本部会議（庁内組織） 

財政課 産業振興課 

企画政策課 都市整備課 

 

弥 富 市 教 育 委 員 会 

検討の前提となる学校跡地利活用の条件整理 

基本方針① 
行政需要       

を踏まえた利活用 

基本方針② 
地域の活力       

につながる利活用 

基本方針③ 
民間事業者等の需要   
を踏まえた利活用 

総合的な判断により、学校跡地等利活用の整備計画（案）策定 

地域説明会及び議会等にて報告・公表 

学校跡地等利活用の整備計画の策定・公表 

市民協働課 その他 

学校教育課 生涯学習課 
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５ 利活用に当たっての配慮事項 

 

学校施設は、児童生徒への教育以外にも公共施設として利用されていることから、

検討にあたっては、以下の事項に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配慮事項① 地域防災への配慮 

学校の建物は、避難所等として指定されており、地域防災の拠点施設となって

います。学校跡地等の利活用の検討に当たっては、代替施設の避難所等の指定も

含め、地域防災を考慮するとともに、民間事業者等への貸付や売却等であっても

防災への協力及び配慮など一定の条件を付す等、その機能が損なわれないように

努めます。 

配慮事項② 国庫補助金等の活用 

利活用にあたり、改修及び整備工事が伴う場合は、可能な限り国庫補助金等の

活用を図り、市民負担の軽減に努めます。 

配慮事項③ 暫定的な施設の利用 

 利活用が決定するまでの間は、必要最小限の経費によって、施設を維持管理す

ることを基本とします。地域コミュニティ活動及び学校開放等の利用希望があれ

ば、限定的に認めるものとします。


